
よる命令に従わない場合において、当該指定地  

域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護  

予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業  

者の指定を取り消し、又は期間を定めてその指  

査事務」という。）を行わせることができる。   

並びにその代表者の氏名及び住所  

礎及び技術的能力を有するものとして（②）   

三 申請者の役員又は法人の種類に応じて（③）   

七 当該申請に係る意思の決定を証する書類  

役員の氏名及び経歴、法人の種類に応じ  
事務が不公正になるおそれがないものとして   て次条第2項各号に定める構成員の氏名（構  

（④）厚生労働省令で定める奉準に適合して   成員が法人である場合には、その法人の名  

称）並びに構成員の構成割合  
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七 申請者が、第37条の11において準用す   
る第37条の10第1項の規定により指定情   
報公表センター（法第115条の36第1項   
に規定する指定情報公表センターをいう。第  
37条の11において同じ。）の指定を取り消  
され、その取消しの日から起算して2年を経   
過しない者であるとき。   
八 申請者の役員のうちに、第5号に該当する   

者があるとき。   

（指定調査機関の指定の公示等）  

第37条の4 都道府県知事は、指定調査機関の   
指定をしたときは、当該指定調査機関の名称及   
び住所並びに調査事務を行う事務所の所在地を   
公示しなければならない。   

2 指定調査機関は、その名称若しくは住所又は  

の種類ごとの調査実施可能件数及び調査員   

（法第115条の31第2項に規定する調   
査員をいう。以下同じ。）の数   
十三 調査に関する苦情を処理するために講  
ずる措置の概要   

十四 その他指定に関し必要と認める事項   

（②）  

（指定調査機関の指定の基準）  

第140条の36 令第37条の3第2号に規   
定する厚生労働省令で定める基準は、職員、   
設備、調査事務の実施の方法その他の調査事   
務の実施に関する計画が、調査事務の公正か   
つ適確な実施のために適切なものであること   

とする。   

（③）   

令第37条の3第3号に規定する厚生労働  
省令で定める構成員は、次に掲げる法人の種  
類に応じ、当該各号に定める者とする。  
－ 民法（明治29年法律第89号）第34   
条の規定に基づき設立された法人 社員  

合名会社、合資会社又は合同会社 社員  
三 株式会社 株主  
四 その他の法人 当該法人の種類に応じて   
前3号に定める者に類するもの  

（④）  

3 令第37条の3第4号に規定する厚生労働   
省令で定める基準は、次に掲げるものとする。   
一 指定を受けようとする者が調査を行おう  
とする介護サービスを自ら提供していない  
こと。   
二 調査事務に関する事業に係る経理は、他  
の事業の経理と区分して行うものであるこ  

と。   
三 前2号に掲げるほか、指定を受けようと   
する者の行う他の事業が調査事務の公正か   

つ適確な実施に支障を及ぼすおそれのない  
こと。  

■   



道府県知事が行う。  

令で定める事項を記載するものとする。  

指定調査機関（法第115条の30第1項  
3都道府県知事は、調査事務の方法が適当でな   
いときは、指定調査機関に対し、その方法を改   
善すべきことを命ずることができる。   四 その他都道府県知事が必要と認める事項  

33に規定する帳簿をいう。次条において   

ー
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同じ。）の管理に関する事項  
六その他調査事務の実施に関し必要な事項   

（調査員）  （Ⅵ）   

第115条の31 指定調査機関は、調査事務を  （法第115条の31第1項の厚生労働省令で   
行うときは、 （Ⅵ）厚生労働省令で定める方  定める方法）   

法に従い、調査員に調査事務を実施させなけれ  第140条の37 法第115条の31第1項   
ばならない。  の厚生労働省令で定める方法は、次に掲げる  

ものとする。  
ー調査員2名以上によって行うこと。  
二調査客体である介護サービス事業者を訪  
間し、調査客体を代表する者に対する面接  
調査の方法によって行うこと。   

2 調査員は、調査事務に関する専門的知識及び  （②）   （⑦）   

技術を有するものとして（②）政令で定める要   （調査員の要件）   （調査員養成研修）   

件を備える者のうちから選任しなければならな   第37条の7 法第115条の31第2項の政令   第140条の41 令第37条の7第1項に規   
い。   で定める調査員（以下この条において「調査員」   定する調査員養成研修（以下「調査員養成研  

という。）の要件は、都道府県知事又はその指定   修」という。）は、調査員として必要な専門的  
する者が（⑦）厚生労働省令で定めるところに   知識及び技術を修得させることを目的として  
より行う 行われるものであって、介護サービス情報の  
成研修」という。）の課程を修了し、当該都道府   公表に関する基礎的知識、介護サービスの内  
県知事が作成する調査員名簿に登録されている   容に関する基礎的知識並びに調査事務に関す  
こととする。   る専門的知識及び技術の修得に係るものをそ  

の主たる内容とし、かつ、その他の調査員と  
して必要な専門的知識及び技術の修得に係る  
ものをその内容に含むものとする。  

2調査員養成研修は、介護サービスの種類ご  
とに厚生労働大臣が定める基準を満たす課程  

とし、その実施に当たっては、  
において修得することが求められて  
及び技術の修得がなされていること  

につき確認する等適切な方法により行わなけ  

2 都道府県知事は、前項の登録をした場合には、   
（⑧）調査員登録証明書を作成し、当該登録に   員登録証明書の様式）  

係る調査員に交付しなければならない。   第140条の42令第37条の7第2項に規  
定する調査員登録証明書の様式は、様式第1   
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4 第1項の調査員養成研修を行う者の指定は、   
厚生労働省令で定めるところにより、都道府県   
の区域ごとに、その指定を受けようとする者の   
申請により、次に掲げる要件を満たすと認めら   
れる者について、当該都道府県知事が行う。   

一 法人であること。   
二 調査員養成研修を適正かつ継続的に実施す  
る能力があると認められること。   
三 次に掲げる義務を適正に履行できると認め  
られること。  
イ （⑨）厚生労働省令で定める事項を変更  
するとき又は当該事業を廃止するときは、  
あらかじめ、当該変更に係る内容及び時期  
又は当該廃止の時期並びに理由を記載した  
書面を添えて、都道府県知事の承認を受け  
ること。  
ロ（⑲）厚生労働省令で定める事項を変更す  
るときは、あらかじめ、当該変更に係る内  
容、時期及び理由を都道府県知事に届け出  
ること。  
ハ 調査員養成研修を修了した者について、  

第113条の38 令第37条の7第1項の指   
定を受けようとする者は、次に掲げる事項を   
記載した申請書又は書類を都道府県知事に提   

出しなければならない。   

一 申請者の名称及び主たる事務所の所在地  
並びにその代表者の氏名及び住所   
二 介護支援専門員実務研修及び更新研修（以  下この条において「研修」という。）の名称   
三 研修を行う施設の所在地   
四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記  

事項証明書又は条例等   

五 第113条の37第1項第5号から第7  
旨までに掲げる事項   

六 受講料その他研修の受講者から受領する  

金額   

七 研修の課程並びに講師の氏名、履歴及び  

担当科目   

八 その他指定に関し必要があると認める事  

項  

（⑨）   

令第37条の7第4項第3号イの厚生労働  
省令で定める事項は、前項第6号及び第7号  
に掲げる事項とする。   



成し、成し、これを都道府県知事に提出し、  （⑩）  
及び当該事業の終了後、速やかに、当該事  3 令第37条の7第4項第3号ロの厚生労働  
業の実績を都道府県知事に報告すること。   省令で定める事項は、第1項第1号から第4  
ホ 調査員養成研修の実施に関して都道府県  号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）  
知事が当該事業に関する情報の提供、当該  
事業の内容の変更その他の必要な指示を行  

った場合に、当該指示に従うこと。  （⑪）  

4令第芦7条の7第4項第3号ハの厚生労働  
5都道府県知事は、調査員養成研修を行う者が、   
前項各号の要件を満たすことができなくなった  名、生年月日、研修の受講の開始年月日及び  

と認められるときは、第1項の指定を取り消す  
ことができる。  

6都道府県知事は、第1項の規定による指定及  
び前項の規定による取消しを行ったときは、そ  
の旨を公示しなければならない。  

7前各項に規定するもののほか、調査員養成研  
修に関して必要な事項は、厚生労働省令で定め  
る。   

（秘密保持義務等）  

第115条の32指定調査機関（その者が法人  
である場合にあっては、その役員。次項におい  
て同じ。）若しくはその職員（調査員を含む。  
同項において同じ。）又はこれらの職にあった  
者は、調査事務に関して知り得た秘密を漏らし  
てはならない。  

2指定調査機関及びその職員で調査事務に従事  
する者は、刑法その他の罰貝tjの適用については、  
法令により公務に従事する職員とみなす。  

（改善命令）  

第37条の8都道府県知事は、指定調査機関が  
第37条の3第2号から第4号までのいずれか  
に該当するに至ったと認めるときは、指定調査  
機関に対し、調査事務の運営を改善するために  
必要な措置を採るべきことを命ずることができ  

る。  
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（指定調査機関の業務の休廃止の許可の公示）  

第37条の9都道府県知事は、法第115条の  
35の許可をしたときは、その旨を公示しなけ  

■■■■★■l■■■■■■■■■■■■■■■■l■■l■＝■l■■l■●■■■■■■■■■t－ 

（指定調査機関の指定の取消し等）  

第37条の10都道府県知事は、指定調査機関  
が次の各号のいずれかに該当するときは、当該  
指定調査機関に対し、その指定を取り消し、又  
は期間を定めて調査事務の全部若しくは一部の  
停止を命ずることができる。  
一指定調査機関が、不正の手段により、法第  
115条の30第1項の指定を受けたとき。  
二指定調査機関が、第37条の3第1号、第  

第37条の6第1項の規定に違反したとき。  

37条の6第2項又は第37条の8の規定に  
よる命令に違反したとき。  
五指定調査機関が、第37条の6第1項の認  
可を受けた調査事務規程によらないで調査事  
務を行ったとき。  
六指定調査機関が、調査事務に関し著しく不  
適当な行為をしたとき。  

2都道府県知事は、前項の規定により指定を取  
り消し、又は調査事務の全部若しくは一部の停  

（帳簿の備付け等）  

第115条の33 指定調査機関は、厚生労働省  （法第115条の33の厚生労働省令で定める   
令で定めるところにより、調査事務に関する事  
項で （Ⅶ）厚生労働省令で定めるものを記載  第140条の40 法第115条の33の厚生   
した帳簿を備え、保存しなければならない  労働省令で定める事項は次に掲げるものとす  

一調査を行った年月日  



二調査を行った介護サービス事業者の名称  
三調査を行った調査員の氏名  

2前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備  
えられたファイル又は磁気ディスクに記録さ  
れ、必要に応じ指定調査機関において電子計  
算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示  
されるときは、当該記録をもって、帳簿への  
記載に代えることができる。  

3指定調査機関は、帳簿（前項の規定による  
記録が行われた同項のファイル又は磁気ディ  

スクを含む。）を調査事務の全部を廃止するま  
で保存しなければならない。   

第115条の34都道府県知事は、調査事務の  
公正かつ適確な実施を確保するため必要がある  
と認めるときは、指定調査機関に対し、調査事  
務に関し必要な報告を求め、又は当該職員に関  
係者に対して質問させ、若しくは指定調査機関  
の事務所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書  
類その他の物件を検査させることができる。  

tヨ■■■■IPl■■■■■－■l■■－■■－■■一■■■1－■■■■■■■－■■■■■■■■l▲■  

2第24条第3項の規定は前項の規定による質  
間又は検査について、同条第4項の規定は前項  
の規定による権限について準用する。  

（指定情報公表センターの指定）   （Ⅷ）   

（参考）準用規定の内容  ・  

る者（以下「指定情報公表センター」という。）  定める事務）   

（指定情報公表センターの指定等）  第140条の44 法第115条の36第1項   
びに指定調査機関の指定に関する事務で （Ⅷ）  ：第37条の11において準用する37条の3  の厚生労働省令で定める事務は、次に掲げる   
厚生労働省令で定めるもの（以下「情報公表事  都道府県知事は、指定情報公表センター（法王  ー ものとする。   

務」という。）の全部又は一部を行わせアーiこと  ■ 第115条の36第1項に規定する指定情報；  一 介護サービス情報の報告の受理に関する   
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ができる。   公表センターをいう。以下同じ。）の指定の申   
請があった場合において、次の各号のいずれ   

かに該当するときは、その指定をしてはなら   
ない。この場合において、指定に関して必要   
な手続は、厚生労働省令で定める。   
－  申請者が法人でないとき。   

申請者が、情報公表事務（法第115条  
の30第1項に規定する情報公表事務をい  
う。以下同じ。）を公正かつ適確に実施する  
に足りる経理的基礎及び技術的能力を有す  
るものとして（⑫）厚生労働省令で定める   
基準に適合していないとき。   
三 申請者の役員又は法人の種類に応じて   
（⑬）厚生労働省令で定める構成員若しく   

は職員の構成が情報公表事務の公正な実施   

に支障を及ぼすおそれがあるとき。   
四 前号に定めるもののほか、申請者が、情   
報公表事務が不公正になるおそれがないも  
のとして（⑭）厚生労働省令で定める基準  
に適合していないとき。   

五 申請者が、法の規定により刑に処せられ  
その執行を終わり、又は執行を受けること  
がなくなった日から起算して2年を経過し  
ない者であるとき。   
六 申請者が、第37条の10第1項の規定  
により指定情報公表センターの指定を取り  
消され、その取消しの日から起算して2年  
を経過しない者であるとき。   
七 申請者が、第37条の11において準用  
する第37条の10第1項の規定により指  
定情報公表センター（法第115条の36  
第1項に規定する指定情報公表センターを  
いう。第37条の11において同じ。）の指  
定を取り消され、その取消しの日から起算  
して2年を経過しない者であるとき。   
八 申請者の役員のうちに、第5号に該当す  
る者があるとき。   

（指定情報公表センターの指定の公示等）  

第37条の11において準用する第37条の4   

事務  

二 介護サービス情報の公表に関する事務  
三 法第115条の30第1項の指定に係る   
審査に関する事務  

（参考）準用規定の内容  

（指定情報公表センターの指定の申請）  

第140条の48において準用する第140   

条の35 法第115条の36第1項の指   
定を受けようとする者は、その公表を行お   

うとする介護サービスの種類ごとに、次に   

掲げる事項を記載した申請書又は書類を都   
道府県知事に提出しなければならない。   

－ 申請者の名称及び主たる事務所の所在  
地並びにその代表者の氏名及び住所   
二 情報公表事務（法第115条の30第   
1項に規定する情報公表事務をいう。以  
下同じ。）を行う事務所の名称及び所在地   
三 申請者の定款、寄付行為及びその登記  

事項証明書又は条例等   

四 当該申請に係る事業の開始予定年月日   
五 当該申請の日の属する事業年度の直前  

の事業年度の貸借対照表及び損益計算書   
六 当該申請の日の属する事業年度及び翌  
事業年度の事業計画書及び収支予算書   
七 当該申請に係る意思の決定を証する書  

類   
八 役員の氏名及び経歴、法人の種類に応  

じて次条第2項各号に定める構成員の氏  
名（構成員が法人である場合には、その  
法人の名称）並びに梢成員の構成割合   
九 現に行っている業務の概要を記載した  

書類   

十 情報公表事務の実施の方法に関する計  
画を記載した書類   

十一 申請者が令第37条の11において  
準用する令第37条の3各号に該当しな  
いものであることを誓約する書面   



都道府県知事は、指定情報公表センターの指   
定をしたときは、当該指定情報公表センター   

の名称及び住所並びに情報公表事務を行う事   
務所の所在地を公示しなければならない。   

第37条の11において準用する第37条の1   
0 都道府県知事は、指定情報公表センター   
が次の各号のいずれかに該当するときは、当   
該指定情報公表センターに対し、その指定を   
取り消し、又は期間を定めて情報公表事務の   
全部若しくは一部の停止を命ずることができ   

る。   
一  指定情報公表センターが、不正の手段に  

より、法第115条の36第1項の指定を  
受けたとき。   

二 指定情報公表センターが、第37条の1   
1において準用する第37条の3第1号、  
第5号、第6号及び8号のいずれかに該当  

するに至ったとき。   
三 指定情報公表センターが、第37条の1   
1において準用する第37条の4第2項又  
は第37条の6第1項の規定に違反したと  
き。   

四 指定情報公表センターが、第37条の1   
1において準用する第37条の5第3項、  
第37条の6第2項又は第37条の8の規  
定による命令に違反したとき。   
五 指定情報公表センターが、第3て条の1   
1において準用する第37条の6第1項の  

認可を受けた’情報公表事務規程によらない  

で情報公表事務を行ったとき。   
六 指定情報公表センターが、情報公表事務  
に関し著しく不適当な行為をしたとき。   

2 都道府県知事は、第37条の11において   
準用する前項の規定により指定を取り消し、   
又は情報公表事務の全部若しくは一部の停止   

を命じたときは、その旨を公示しなければな   
らない。   

十二 公表に関する苦情を処理するために  
講ずる措置の概要   

十三 その他指定に関し必要と認める事項   

（⑫）  

（指定情報公表センターの指定の基準）  

第140条の48において準用する第14条   
の36 令第37条の11において準用す   
る令第37条の3第2号に規定する厚生労   
働省令で定める基準は、職員、設備、情報   
公表事務の実施の方法その他の情報公表事   

務の実施に関する計画が、情報公表事務の   
公正かつ適確な実施のために適切なもので   

あることとする。   

（⑬）  

第140条の48において準用する第140   
条の36第2項 令第37条の11におい   
て準用する令第37条の3第3号に規定す   
る厚生労働省令で定める構成員は、次に掲   
げる法人の種類に応じ、当該各号に定める   

者とする。   
一 民法（明治29年法律第89号）第3  
4条の規定に基づき設立された法人 社  

員   

合名会社、合資会社又は合同会社 社  
員   

三 株式会社 株主   
四 その他の法人 当該法人の種類に応じ  

て前3号に定める者に類するもの   

（⑭）  

第140条の48において準用する第140   
条の36第3項 令第37条の11におい   
て準用する令第37条の3第4号に規定す   
る厚生労働省令で定める基準は、次に掲げ   
るものとする。   

一 指定を受けようとする者が調査を行お  
とする介護サービスを自ら提供していな  

いこと。  

i   



2前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その  
指定を受けようとする者の申請により、当該都  
道府県知事が行う。  

3第115条の30第3項及び第115条の3  
2から前条までの規定は、指定情報公表センタ  
一について準用する。この場合においてこれら  

の規定中「調査事務」とあるのは「情報公表事  
務」と、「指定調査機関」とあるのは「指定情  
報公表センター」と、「職員（調査員を含む。  
同項において同じ。）」とあるのは「職員」と読  
み替えるものとするほか、必要な技術的読替え  

（参考）準用規定の内容  

7条の規定に基づき情報公表事務に係る手数：  
料を徴収する場合においては、第115条3‡  
6第1項の規定により指定情報公表センタ十  
が行う情報公表事務に係る第115条の29：  
第1項の報告を行おうとする者に、条例で定：  
めるところにより、当該手数料を当該指定情‡  



t（秘密保持義務等）  

：第115条36において準用する第115条の宣  
32指定情報公表センター（その者が法人：  
である場合にあっては、その役員。第115…  
●条の36第3項において準用する次項におい宣  
－て同じ0）若しくはその職員又はこれらの職に；  

あった者は、情報公表事務に関して知り得た‡  
秘密を漏らしてはならない。  

■■■■■t■■●■■－■■■■■■■■■■■■＝■ト■－■■■■■■■■■■  

儒115条36において準用する第115条の室  

32第2項指定情報公表センター及びその；  
・職員で情報公表事務に従事する者は、刑法そ：  
の他の罰則の適用については、法令により公：  
務に従事する職員とみなす。 

（帳簿の備付け等）  （Ⅸ）   

ミ第115条36において準用する第115条のミ  （法第115条の36第3項において準用する   
33 指定情報公表センターは、厚生労働省；  法第115条の33の厚生労働省令で定める   
．令で定めるところにより、情報公表事務に関；  事項）   

する事項で （Ⅸ）厚生労働省令で定めるもミ  第140条の47 法第115条の36第3項   
のを記載した帳簿を備え、保存しなければな：  において準用する法第115条の33の厚生   
らない。  労働省令で定める事項は、次に掲げるものと  

する。  
一介護サービスの報告を受理した年月日  

二介護サービス情報の公表を行った年月日  
三指定情報公表センターの指定に係る審査  

に関する事項  

（参考）準府規定の内容  

：第140条の48において準用する第140；  
●条の40第2項前項各号に掲げる事項が；  

．電子計算機に備えられたファイル又は磁気ミ  
ディスクに記録され、必要に応じ指定情報；  
■公表センターにおいて電子計算機その他のぎ  

機器を用いて明確に紙面に表示されるときミ  

●は、当該記録をもって、「帳簿（第140条；  
の45に規定する帳簿をいう。以下この条；  
において同じ。）への記載に代えることがで：  

きる。  



かつ適確な実施を確保するため必要があると‡  

●■■■■■■■■■●■■■■■●■一暮■一－■■－－一一■■■■d■■■■■■■  

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー‾－‾‾‾  



（指定情報公表センター）  

：第37条の11において準用する第37条の4；   
第2項 指定情報公表センターは、その名称ミ   
若しくは住所又は情報公表事務を行う事務所；   
の所在地を変更しようとするときは、変更しミ   
ようとする日の2週間前までに、その旨を都；   
道府県知事に届け出なければならない。  

■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■■■●■  

‡第37条の11において準用する第37条の4；   

第3項 都道府県知事は、第37条の11に：   
おいて準用する前項の規定による届出があっi   

たときは、その旨を公示しなければならない。…  
十－…■一■一一－■－■－－■－－t－－－－－■－■－－－t－－－■－－・－づ  

t （調査の方法）  

滞37条の11において準用する第37条の5毒  
：指定情報公表センターは、公正に、かつ、都：   
道府県知事が毎年定める情報公表事務に関すモ   

る計画に従い、情報公表事務を行わなければ；   
ならない。  

▲■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＿■●■■1．■l■■■■■■■■■  

牒37条の11において準用する第37条の5！  
．第2項 第37条の11において準用する前：   
項の計画には、情報公表事務の対象となる介ミ   
護サービス事業者（法第115条の29第1】   
項に規定する介護サービス事業者をいう。）の1   

名称、調査を行うべき時期その他の（⑮）厚   
生労働省令で定める事項を記載するものとす  

t る。  

（令第37条の11において準用する令第37   
条の5第2項の厚生労働省令で定める事項）  

（⑮）  

第140条の46 令第37条の11において   
準用する令第37条の5第2項の厚生労働省   

令で定める事項は、次に掲げるものとする。   

一 計画（令第37条の11において準用す  
る令第37条の5第1項の計画をいう。）の  

期間   

二 介護サービス事業者ごとの公表を行う月   
三 報告の受理に関する事項   

四 指定調査機関の審査に関する事項   
五 その他都道府県知事が必要と認める事項  

■l■ ■ t■ ■lt ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ t ● ■ ● ■l■■ ■l■ ■ ●l■ ■ ■■ ■ ■ ● ■ … ■ ■ ▼ ■ ■ll■ q   ▲■●■■■t■■■＝ ＝■t－■■■■■t■■■■ ■■■■■■●＝ ■■■  

廃37条の11において準用する第37条の5≧   
第3項 都道府県知事は、情報公表事務の方‡   
法が適当でないときは、指定情報公表センタ：   

－、に対し、その方法を改善すべきことを命ず：   
ることができる。  



ト‥・・＝‥・＝・t‥＝…‥・‥＝・■＝＝‥‖．．J  

（情報公表事務規程）  

；第37条の11において準用する第37条の6；  

指定情報公表センターは、情報公表事務の；   
開始前に、（⑬）厚生労働省令で定める情報公；   

表事務の実施に関する事項について情報公表；   
事務規程を定め、都道府県知事の認可を受け…   
なければならない。これを変更しようとするミ   

ときも、同様とする。  

■t ■ ● ■ ■ ■ ■ ■■ － ■ ■ ■ － ● － ■ ■ － －【－ ■■l■ ■ ■ ■ ■ ●■■ ■ ■ ■■ ■ － ■ ■ d  

（情報公表事務規程の記載事項）  

（⑯）  

第140条の45 令第37条の11において   
準用する令第37条の6第1項の厚生労働省   
令で定める事項は、次に掲げるものとする。   

一 情報公表事務を行う時間及び休日に関す  
る事項   

二 情報公表事務を行う事務所に関する事項   
三 手数料の収納の方法に関する事項   

四 情報公表事務の実施の方法に関する事項   
玉 情報公表事務に関する帳簿（法第115   
条の36第3項において準用する法第11  
5条の33に規定する帳簿をいう。）の管理  
に関する事項   

六 その他情報公表事務の実施に関し必要な  
事項   

第37条の11において準用する第37条の5；   
第2項 都道府県知事は、第37条の11に；   
おいて準用する前項の規定により認可をした‡   

情報公表事務規程が情報公表事務の公正かつぎ   

適確な実施上不適当となったと認めるときは、；   
指定情報公表センターに対し、これを変更す‡   
べきことを命ずることができる。  
■■■●●■■■■■■■－…■■■－■－■■－－■■－－■－■■■■■■■■l●  

（改善命令）  

儒37条の11において準用する第37条の8j  
都道府県知事は、指定情報公表センターが；   
第37条の11において準用する第37条の：   
3第2号から4号までのいずれかに該当する≡   

に至ったと認めるときは、指定情報公表セン；   
タ一に対し、情報公表事務の運営を改善する；  
・ために必要な措置を採るべきことを命ずるこ‡   
とができる。  

▲－－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■t■－■■－■  

牒37条の11において準用する第37条の9…  
都道府県知事は、法第115条の36第3‡   
項において準用する法第115条の35の許；   

可をしたときは、その旨を公示しなければな：   
らない。  

附則   

（調査員養成研修等の経過措置）  

第22条 次に掲げる者は、調査員養成研修（新   
令第37条の7第1項に規定する調査員養成研  



修をいう。以下この条において同じ。）この課程  
を修了している者とみなし、同項の規定により  
当該都道府県の調査員名簿（同項の調査員名簿  
をいう。）に登録するものとする。  
一 この政令の施行の際限に調査員養成研修に   

相当する研修として都道府県知事が公示する   
もの（以下この号及び次号において「適格研   

修」という。）の課程を修了したことにつき、   
当該適格研修を行った者から該当適格研修の   
課程を修了した旨の証明書の交付を受けてい   

る者  

二 この政令の施行の際限に適格研修を受講中   
であり、この政令の施行後当該適格研修の課   

程を修了したことにつき、当該適格研修を行   
った者から該当適格研修の課程を修了した旨   
の証明書の交付を受けている者  

別表第1  33関係）  

（第140条の31、第140条の  
（略）  

別表第2 （第140条の31、第140条の   

33関係  （略）  （政令への委任）  

第115条の37 この節に定めるもののほか、   
指定調査機関及び指定情報公表センターに関し   

必要な事項は、政令で定める。  様式第13号（第140条の42関係）  
（略）   

（慧  




